












a)

b)

契約履行要件等一覧表【配置予定技術者に契約後に求める要件】

：

a)

指名者の要件

次の①～③全てを満たすこと

①競争参加要件を満たす者であること。

②電子入札システムの利用者登録が完了していること。

③『令和７・８年度競争参加資格』において、下記の希望する工事エリア・工事の内容を登録していること。

工事エリア: 関東 工事の内容: 遮音壁

設計業務等の受注者 受注者名）

配置予定
技術者（現
場代理人、
主任技術
者、監理技
術者）に求
める項目

その他

当初工事名 -

対象外

等級

自動車専用道路において車線規制を実施した工事（片側交互通行規制及び通行止めは可、路肩規制は不可）
施工実績

対象となる施工実績

平成23年度以降に公共発注機関※から直接仕事を受ける企業（以下、「元請」という）として完成及び引渡しが完了した下
記の施工実績

同種工事

遮音壁工、防風柵工、防雪柵工のうち、いずれかの施工延長が100m以上を施工をした工事

競争参加資格要件等一覧表
工事件名

自動落札方式

必要とする競争参加資格

※公共発注機関とは、国、地方公共団体、法人税法別表第一に掲げる公共法人、建設業法施行規則第十八条で規定す
る国土交通省令で定める法人又は外国政府機関をいう。

審査時期 事前審査

首都圏中央連絡自動車道　下総ＩＣ～大栄ＪＣＴ間遮音壁工事

競争参加要件

-

当該工事を共同企業体の構成員として施工した場合は、次のイ）又はロ）に該当する場合のみ、実績として評価する。
イ）甲型共同企業体の構成員としての実績の場合（乙型の分担工事を甲型とする場合を含む）は、出資比率が20％以上
であること。
ロ）乙型共同企業体の構成員としての実績の場合は、分担工事が同種工事であること。

-

対象となる後発工事名（その１） -

（株）オリエンタルコンサルタンツ

-

-対象外

- -対象となる後発工事名（その２）

首都圏中央連絡自動車道　稲敷地区施工管理業務業務名）

同種工事

契約履行要件
（契約後に技術
者を配置するた
めの要件※調
達手続き中の
配置は不要）

本工事に対応する建設業法の許可業種 土木工事業、とび・土工工事業又は鋼構造物工事業のいずれか

遮音壁工、防風柵工、防雪柵工のうち、いずれかを施工をした工事

現場代理人、主任技術者又は監理技術者（当該工事に配置する特例監理技術者または監理技術者補佐の場合を含む）
のうち、いずれかの者が、平成23年度以降に元請として完成及び引渡しが完了した下記同種工事の施工経験を有するこ
と。

その他

当該工事を共同企業体の構成員として施工した場合は、次のイ）又はロ）に該当する場合のみ、実績として評価する。
イ）甲型共同企業体の構成員としての実績の場合（乙型の分担工事を甲型とする場合を含む）は、出資比率が20％以上
であること。
ロ）乙型共同企業体の構成員としての実績の場合は、分担工事が同種工事であること。
なお、施工経験における従事役職は問わない。
また、施工経験を有する者が配置予定の現場代理人のみである場合は、上記資格要件を満足しなければならない。

対象となる施工経験

留意事項

道路付属物工事

見積活用方式の有無

a)かつb)の施工実績を有すること。ただし同一の工事において有する必要はない。

調達手続の概
要

競争契約の方法 条件付一般競争入札方式（指名併用型）

留意事項

工事種別

７・８

―

段階的選抜方式の有無 無

落札者の決定方法

-評価値の算出方法

有

履行ボンド 対象

JV募集対象

年度競争参加資格」を有する者であること。

 （株）建設環境研究所

対象外

①下記に示すすべての工事種別に係る「令和

工事種別
等

②弊社発注工事において、令和6・7年度の工事種別（道路付属物工事）の工事成績評定点の各年度の平均点が2年連
続で65点未満でないこと。

入札ボンド

本工事に
おける競争
参加資格
未資格者 施工管理業務の受注者 受注者名）

業務名） 首都圏中央連絡自動車道　下総ＩＣ～大栄ＪＣＴ間遮音壁設計業務

継続契約方式の対象

主任技術者又は監理技術者が、本工事に対応する建設業法の許可業種に係る資格を有する者であること。

なお、監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者であること。

資格要件

土木工事共通仕様書1-7-2に規定するとおり、工期開始の日から現場施工に着手するまでの期間は、現場代理人にあっ
ては現場への常駐、主任技術者・監理技術者にあっては現場への専任を要しない。

-


